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論文要約 
 
 
 本研究の目的は，グローバル化のなか目覚ましい発展を遂げる東南アジア都市の現状と
問題点を描き出すために，東南アジア都市化論を再構築することである．発展途上国にお
ける都市化の議論を概観すると，1980 年代以前は「過剰都市化論」によって都市化メカニ
ズムが説明されてきた．過剰都市化とは，労働力の需要を大幅に上回る大量の人口が農村
から都市中心部に供給される現象であり，そこから派生する貧困問題とともに取り上げら
れてきた．しかしながら，過剰都市化論は新国際分業以前の議論であったため，それ以降
に生じた工業団地の造成を核に郊外を拡大する東南アジア都市の現状に対して「誰が，な
ぜ，都市に流入するのか」という人口移動の分析に基づく都市化過程とその問題点を明ら
かにできていない． 
 この課題に対して，本研究は，1.過剰都市化論の時代と今日の社会・経済的背景の差異の
明確化（第 1 章，第 2 章），2.過剰都市化論の人口移動論としての設計思想の分析とそこか
ら導かれる分析対象の再定置（第 3 章，第 4 章），3.インドネシア首都ジャカルタを事例と
した都市化過程および住民の分析による理論の実証（第 5 章，第 6 章），という 3 つのアプ
ローチによって，問題の精緻化と都市化論の再構築を行った． 
 具体的には，第 1 章では先進国にて起きたフォーディズムからポスト・フォーディズム
への移行という経済体制の変化を分析し，世界経済のなかで，とりわけ工業生産の面で途
上国の重要性が高まったことを明らかにした．同時に，過剰都市化論の時代と比べ，今日
では都市イデオロギーの変化のなかで，都市のヒエラルキーをめぐる世界的な都市間競争
が行われていることを指摘した．第 2 章では，その都市間競争の中で，他の途上国都市と
比較し，東南アジア都市が勝利し，現在の世界的な工業生産における地位を勝ち得ること
になった要因を分析し，東南アジア都市研究こそが今日，グローバル化のなかの都市を描
き出す象徴的なモデルであることを提示した．第 3 章では，第 2 章までの東南アジア都市
の発展をめぐる時代変化を組み込んだポスト過剰都市化論を構築するために，改めて過剰
都市化論のもつ人口移動論としての特徴を検討した．過剰都市化論は，その設計思想から
合理的な個人を前提におき，一国内の都鄙間格差による人口移動および都市化を想定して
いる．しかしながら，第 2 章までで言及した東南アジアの現在の発展状況を分析に組み込
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むためには，世界経済のなかでの工業生産受注によって低廉な労働力が必要となり向都移
動が起こるという，個人の選択よりも社会構造を分析する枠組みを採用し，都市化過程を
捉える必要性を指摘した．その上で，第 4 章では，従来の途上国研究が着目していた「イ
ンフォーマルセクター」から，世界経済のなかに位置づけられる東南アジア首都郊外の「工
業団地労働者」へ，分析対象を移行する必要性を指摘した．これらの理論研究とあわせて，
東南アジア最大の FDI の流入量を誇り，人口規模も東南アジア最大であるインドネシアの
ジャカルタ首都圏を事例に，その形成過程分析（第 5 章）と，郊外住人への戸別訪問調査
およびインフォーマルセクター調査を実施した．そこからインフォーマルセクターと比較
しながら工場労働者の実態を明らかにし（第 6 章），理論研究と実証研究の往還を図った．
その結果，1.工業団地で必要な大量の労働力が周辺の集落地区の安アパートなどに収容され，
郊外（新興ニュータウン・周辺集落含む）住人の大多数が外来者となっていること，2.貧困
問題とあわせて議論されてきたインフォーマルセクターよりも，むしろ短期の契約労働者
の方が低収入であり，生活状況に問題を抱えていること，という東南アジア都市化の現状
を，本調査事例から実証した． 
 以上から，1980 年代以降の東南アジア都市化は，下記 1〜6 のプロセスに収斂される．
本研究では，この分析枠組みを「過剰都市化論」にかわり，現代の東南アジア都市化の議
論を牽引する「構造化された人口移動論」として提案する． 
 
 1）オイルショック後の先進国の経済停滞，グローバル化，資本蓄積体制の転換に伴い国
家の役割が変容し，世界規模での都市ヒエラルキーをめぐる都市間競争が起こる． 
 2）先進国において産業構造が転換し，先進国の製造業は「標準化製品の大規模産業」か
ら「先端技術のクラスター産業」に移行する． 
 3）一方，東南アジア首都圏は，先進国から移転した「標準化製品の大規模産業」を戦略
的に引き受け，先進国とは異なる産業構造および資本蓄積体制にならざるをえなくな
る． 
 4）しかしながら，「安定雇用（労使協調）」から「非正規雇用増大」という雇用体制の変
化や，「ケインズ主義的福祉国家」から「規制緩和・民営化」という国家の役割の変化
といった，先進国と同様の経済体制レベルの変化が，東南アジア諸国にもたらされる． 
 5）このように，新国際分業における「標準化製品の大規模産業」という役割に伴った世
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界市場からの要請を受け，東南アジア首都郊外の工業団地では，絶えず低廉な労働力
の確保が必要となる．その結果，非正規雇用が増大する． 
 6）非正規雇用者は，長期勤務による昇給と継続年数による正規契約への移行がおきない
ように，短期間で入れ替えられる．首都周辺のデサコタ（都市農村共同体）がその供
給を支え，首都郊外の工業団地への，人口移動が起こる．同時に首都郊外地域もこの
人口流入が可能になるよう形作られていく． 
 
 以上の議論を論証するために，序章では，第一に，東南アジア都市化の現状の紹介と先
行研究の整理を行った．先行研究において，東南アジア都市化の特徴は，他の途上国の都
市化の特徴と明確な差異化がされていなかった．そこで，本研究では，世界銀行のデータ
を用い，東南アジア都市化の特徴として①1980 年代からの都市人口増加率の高さ，あわせ
て都市化に伴う産業構造における②工業（製造業）の比重の大きさを指摘した．第二に，
①世界的な都市化研究の潮流，②途上国全般で起きている都市化研究の潮流，をそれぞれ
概観し，現在の東南アジア都市化研究を再考した．現在，先進国・途上国を横断して共通
する論点して「グローバル都市地域論」と「ポスト郊外論」があげられる．前者は，1 つの
国家内または 1 つの都市圏内で都市を捉えることの限界を指摘し，国境や国内の地理的な
近接性を超えた都市間ネットワークおよびそこに形成される「中核」と「周辺／半周辺」
のヒエラルキーに注目する視点である．後者は，都市中心部が「中核」であくまで都市の
「周辺部」とし定置される郊外という認識を廃し，郊外地域自体を新たな都市の発展の原
動力として捉える視点である．郊外地域も新たな核となり，複数の核をもつ（または固定
的な核をもたない）都市圏が誕生する．以上の議論はいずれも従来の「中核」と「周辺／
半周辺」の関係性の刷新である．こうした認識をもちつつ途上国の都市化研究に目を向け
ると，拡大首都圏論や巨大都市地域論，「FDI 型新中間層都市」論に代表される，都市間ネ
ットワークの論点が強調され，巨大な首都圏の形成について議論のなかに同様の問題関心
が指摘されている．しかしながら，これらの議論は，都市化を生み出す人口移動への着目
が手薄であることから，必然とその背後にある都市（この文脈では郊外）人口増加を引き
起こす都市化メカニズムが解明されてこなかった．また，国際間の都市機能の分担も，FDI
の流入とそれに呼応した工業団地の設立以上に掘り下げて議論するに至らなかったため，
「新国際分業」という言葉自体は使用されるものの，その効果的な分析手段が欠如してい
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る．以上が 1980 年代以降の都市化分析の不備といえる． 
 第 1 章では，1980 年代に世界的な経済体制の変化と，そのなかで都市が経験した変化を，
レギュラシオン理論を援用する都市論の文脈を用いて分析した．レギュラシオン理論は，
生産様式と雇用形態を軸とする資本蓄積体制を分析枠組みとし，「フォーディズム」から「ポ
スト・フォーディズム」への移行に伴う，世界的な経済体制の変化を論じる．1970 年代ま
での都市の形態は「国家管理型フォーディズム都市」と呼ばれ，生産性と賃金の上昇，そ
れを支える公共事業による有効需要の拡大と社会福祉計画による経済成長が，空間に反映
され創出された新しい都市の形態であった．これに対して，1980 年代に入ると，グローバ
ル化と都市の構造転換は大きな状況の転機を生み出す．新国際分業のもと，工場を先進国
内のより中心部から離れた地域や途上国首都郊外地域に移転するとともに，工場のあった
インナーシティには，高所得層の生活ニーズを満たすようなショッピングモール，文化施
設，高級マンション，企業のオフィスなどが作られて，世界都市の中枢で働く企業の経営
者や高級管理職が流入し， 民 営 化
プライヴェティゼーション
が進行する．以上のような都市開発はジェントリフ
ィケーションとよばれる．都市から追い出された人々の一部は，ほかの貧困集中地区や郊
外地域に移動し，その地区の貧困化を加速させている．この現象について，Harvey の都市
管理主義から都市企業家主義への移行の議論を，「フォーディズム」から「ポスト・フォー
ディズム」への移行とつなぎ合わせることにより，1980 年代以降の都市が，国家による管
理の減退がグローバル化潮流とあわせて，あらゆる経済の規制緩和を促すなかで，「都市間
競争」を求められている状態にあることを指摘した．本稿で取り上げる東南アジア都市は，
この都市間競争に一面で勝利し，世界の生産の現場となることに成功した．だが，このよ
うな東南アジアの発展の戦略・資本蓄積体制は，A. Lipietz により提起され C. Ominami
などにより検討された，途上国にみられる不安定な経済発展を表す「周辺部フォーディズ
ム」都市というべき，先進国と異なる発展をもたらした．都市分析におけるレギュラシオ
ン理論の援用は，上述のようにグローバル化が進む今日において，先進国の都市にとどま
らず途上国都市をも射程に入れ，先進国と途上国の差異を描き出すことを可能にする．各
国の制度諸形態の違いを考慮に入れるレギュラシオン理論を分析の理論的背景に据えるこ
とで，単線的・従属的発展論に陥らず，他方で無前提に途上国独自の発展を想定すること
のない，都市の発展を描くことができることを指摘した． 
 第 2 章では，新国際分業などの視点を都市化論に組み込む手法を検討した．途上国都市
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の発展とともに顕著になる「富裕化」と「貧困化」の二極化は，先進国との関係性または
一国家内の都鄙関係における「中核」と「周辺／半周辺」の関係性の刷新と不可分である．
これらを捉えるために，John Friedmann 以来の「世界都市論」を援用し，世界の都市ヒエ
ラルキーにおける途上国の立ち位置の理解が進められた．東南アジアにおいては，他地域
よりも世界経済における役割が特殊かつ重要であることから独創的な研究が行われた．な
かでも Terry G. McGee は，工業化が進展する以前の農業経済システムに着目し，稲の水耕
栽培と小農が首都郊外に高密度かつ大量の潜在的労働人口を形成していたことが，郊外の
工業団地群の形成と巨大な首都圏の誕生を可能にしたと説明する．そして，首都圏の拡大
は，「脱中心化」（Leo Van den Berg and Leo H. Klaassen 1987）のような人口移動ではな
く，郊外にもともといた（in-situ）人口を吸収していく結果であると説明する．McGee の
論点は，Peter J. Rimmer や Howard Dick などにより展開されていくが，①「世界都市仮
説」などからの主題であった新国際分業（とそこから発生する都市ヒエラルキー及び機能
的役割分担）の観点の欠如，②実地調査の不実施に伴う調査対象者像の欠如，という問題
を伴った．このように，現在の都市化論では，東南アジアの特徴を明らかにしながら，一
方で新国際分業における位置づけのなかで都市化のメカニズムを明らかにする視点が求め
られている．これまでの1970年代後半までの資本蓄積体制が限界をむかえた先進諸国では，
産業構造を転換し金融・サービス業を都市の中心部に据え，大規模な工業製品工場を発展
途上国に移転した．その時流にのり，アジア諸国は，ラテンアメリカなどと異なり，自国
内の資本蓄積を棚上げしての大量生産製品の輸出基地という役割を獲得し，急速な経済発
展をとげることとなる．大西裕（2006）が指摘するよう，アジア諸国の産業振興政策は，「優
秀な企業を育成すること」から，「優秀な企業を誘致すること」へと移行したのである．さ
きがけ的にこの手法を用いて発展した国と地域が，韓国，台湾，香港，シンガポールのア
ジア NIEs であったが，これらの国と地域の急速な賃金上昇と国内（地域内）市場・人口規
模から，東南アジアへと役割が移行する．東南アジア諸国の都市発展を論じるにあたり，
この「大規模な工業製品の工場が発展途上国に移転」という点が重要な特徴の 1 つといえ
る．この状況における東南アジアの位置づけは，あくまで「半周辺」に過ぎず，「中核」と
なったわけではない．世界都市ヒエラルキーのなかで都市を捉える際に，先進国と途上国
を同じ枠組みで捉えるのではなく，それぞれの新国際分業の上での役割，「中核」と「周辺・
半周辺」の関係性，都市ネットワーク上の機能の違いを考慮した視点が必要となる． 
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 第 3 章では，ポスト過剰都市化論の構築のためには，改めて過剰都市化論のもつ人口移
動論としての位置づけを検討し，以下 3 点の論点を抽出した．第一に，人口移動を「ミク
ロレベル」と「マクロレベル」，どちらの要因で理解するかは最も重要な論点である．過剰
都市化論は，合理的個人の選択に移動に基づく人口移動論である．だが，東南アジア諸国
が新国際分業に組み込まれ，世界の工業生産の現場となり，首都圏郊外に工業団地が相次
いで造成された今日の分析に際しては，世界市場の需要に基づいて人口移動が引き起こさ
れているという，マクロな社会構造によって人口移動の分析を行う方が，新国際分業下の
東南アジアの都市化を描くという目的に合致する．また，需要に基づく人口移動を検討す
ることにより，「誰の移動に注目するべきか」が明確になる．過剰都市化論が注目した対象
は，正規雇用に就けないが都市に滞留する「インフォーマルセクター」であった．しかし，
現在注目するべきは，世界の労働集約的生産の現場となった東南アジア都市郊外の工業団
地で働き，新国際分業を下支えする工場労働者である．第二に，「真空の社会」と「歴史的
に形成された社会」という人口移動を考慮する際の前提である社会の理解が重要な論点で
ある．これは，1 つ目の議論とも通じるものであるが，先進国に遅れて近代化・工業化政策
を開始した東南アジア諸国は，1980 年代の国際的な変化の中で，多国籍企業誘致の競争に
勝利することによって，世界システムのなかに自らを位置づけていく必要があった．この
勝利のために，アジア諸国は規制緩和と外資の誘致を実施し，「優秀な企業を育成」から「優
秀な企業の誘致」へと産業振興の転換をおこなった．人口移動が起きる社会状況は，こう
した歴史構造的に，世界システムの周辺／半周辺として位置づけられる東南アジア諸国の
なかに現れたのである．第三に，人口移動の説明に対する「開始プロセス」と「永続化プ
ロセス」との区別についての論点がある．現在，インドネシアで大きな労働問題となって
いるアウトソーシング事業は，まさしく，移民支援制度のように郊外の工業団地への人口
移動を引き起こす永続化プロセスとなっている．以上より，今日の東南アジア都市化理論
で着目するべき対象は，新国際分業に由来する首都郊外の工業団地労働者であることを明
確化し，マクロレルベルの人口移動からのアプローチの方が分析として有効であることを
指摘した 
 第 4 章では，過剰都市化論の主要な分析対象であったインフォーマルセクターに焦点を
当てた．インフォーマルセクターの議論の際，露天商を代表とする自営業に焦点が当てら
れることが多い．だが，過剰都市化の議論が後景に退くなか，露天商をはじめとした自営
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業のインフォーマルセクターの位置づけを改めて検討した．その際，Ralf Hussmanns（2005）
を援用し，「事業形態」のインフォーマルセクターと「雇用関係」のインフォーマルセクタ
ーという分割を行った．その結果，開発独裁体制期の工場労働者も「雇用関係」のインフ
ォーマルセクターとして捉えることが可能となった．1970 年代に ILO によって，先進国と
は異なる畸形的発展の代表例としてインフォーマルセクターが取り上げられ，その後研究
が進むに伴い，途上国における都市の諸雑業は社会的に認知された「常態」であることが
報告された．こうしたなかで，「インフォーマルな雇用関係」よりも，「インフォーマルセ
クターでの雇用関係」が，途上国の独自性として取り上げられることと相まって，インフ
ォーマルセクター研究は露天商や行商人といった自営業者の研究が中心となっていった．
他方で「インフォーマルな雇用関係」への議論が発展をみなかった．だが，インフォーマ
ルな雇用関係も，途上国の大きな社会問題として常に存続していたのである．それは，第 1
章と第 2 章で概観した，新国際分業と都市イデオロギーのなかで顕著になる．東南アジア
諸国が選択した発展戦略である，低廉で労働集約的な生産現場としての役割の受容は，開
発独裁体制以前の団体交渉権の非認可と最低賃金の違反，民主化後のアウトソーシング事
業，により実現された．インフォーマルな雇用関係が，開発独裁期には国民国家統一のイ
デオロギーのなかで受容されていた．それが民主化の反動による手厚い正規労働者保護の
法律を生み出した．しかし皮肉にも手厚い正規労働者保護がかえって非正規雇用，アウト
ソーシングを発展させていった．この流れを明示的に示したことは，本章の一つの成果で
ある．第 3 章で指摘した，「東南アジア都市化の議論において焦点化するべき問題は，露天
商をはじめとしたインフォーマルセクターではなく，非正規雇用者をはじめとした工場労
働者達である」という視点に，その連続性を付け加えるものである． 
 第 5 章では，東南アジア最大の都市圏と FDI 流入量（シンガポールを除く）を誇るイン
ドネシア首都ジャカルタを事例として取り上げながら，構造化された人口移動論の適用可
能性を考察した．そのために，第一に，インドネシアが第二次大戦後から世界経済システ
ムに組み込まれる過程とそのなかで多国籍企業の工場を造成する首都郊外が発展していく
過程を描き出した．オイルショックなどに端を発する先進国の経済的停滞のなか，レーガ
ノミクスやサッチャリズムなど，それまでのケインズ主義的な国家体制は方向転換を迫ら
れ市場回帰が起きる．金融の自由化や各種規制緩和のながれで外国直接投資の流量が膨ら
むなか，1985 年のプラザ合意による事実上のドル安円高協定によって，日本の製造業は海
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外に生産の現場を移転せざるを得ない状況が生まれた．それに呼応し，外国投資の規制緩
和を推し進めたのが東南アジア諸国であった．インドネシアでは，当時のスハルト大統領
による開発独裁体制のもと，順調な経済成長を遂げるが，1997 年のタイにおけるバーツ危
機に端を発するアジア通貨危機により，経済危機をむかえた．そして，その後の IMF によ
る救済のなかで，「規制緩和」と「民営化」を基調とするワシントン・コンセンサスを受け
入れることとなり，より一層世界経済システムのなかに取り込まれていった．第二に，世
界経済システムに取り込まれる過程で，首都郊外に工業団地とニュータウンが造成され，
人口が増加していった．アジア諸国の首都はコロニアル期に宗主国による開発のもと，海
沿いに首都がつくられ，貿易の拠点として利用されたという開発過程の共通点から，首都
から海沿いの高速道路に連なるように工業団地が造成され，巨大な首都圏が作られたこと
など，地域構造論的共通性が指摘されている．ジャカルタは北を海に面し，東西南に広が
っているが，工業団地は東西の高速道路沿いに展開され，特に東側に集中している．本調
査研究地もジャカルタ首都郊外東側の高速道路沿いに立地している．こうした人口データ
などの地理的分布の観点から，「工業団地労働者の受け皿としての郊外発展」を明らかにし
た．これらの知見から，先行研究はアメリカなどの郊外化段階にみられた「新中間層の居
住地としての郊外発展」を精査せずに援用し，インドネシア郊外発展の実情を描いていな
いことを指摘した．また，ニュータウン造成前からあった「集落地区」とニュータウンお
よび工業団地はモザイクのように配置されている．このことから，都市計画による区画整
備が行われていない現状が，工業団地で必要な大量の労働力を集落地区に収容する構造を
生み出していることを明らかにした． 
 第 6 章では，新国際分業と世界の都市ヒエラルキーのなかで「半周辺」として発展する
インドネシア首都ジャカルタ都市圏を事例に，構造化された人口移動を実証した．具体的
には，インドネシア首都ジャカルタ郊外に位置するブカシ県チカラン地区にある，工業団
地とセットで開発された典型的な郊外ニュータウンにて，定点観察調査および有効回答数
659 の戸別訪問調査を実施した．加えて，同調査地のインフォーマルセクター調査を行い，
露店商に対し，有効回答数 228 の戸別訪問調査を実施した．調査のなかで，「首都郊外」を
一概に論じることなく，建物と住民の属性から，ニュータウン周辺の「集落地区」，ニュー
タウン内の「一般住宅地区」と「高級住宅地区」，という 3 種類の地区に分類し，分析を行
った．その結果，第 5 章にて確認した都市計画による区画整備が行われていない現状が，
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工業団地で必要な大量の労働力を集落地区に収容する構造を生み出している状況を確認し
た．また，量的調査からは，①外来者の占める割合が極めて高いこと（ニュータウン内の
「一般住宅地区」と「高級住宅地区」では 90％，集落地区でも 74％に上る），②低所得者
は調査地のある西ジャワ州の出身者が多いこと，③2010 年以降に契約雇用者の流入が増加
したこと，④階層移動はみられないにもかかわらず，就業機会を求めて首都郊外工業団地
周辺への人口流入が続いていること，などを明らかにした．自営業のインフォーマルセク
ターである「露天商」と「契約労働者」を比較すると，露天商の収入は，最低賃金以下の
収入から月収 1,500 万ルピア以上まで満遍なく分布している．加えて露天商の収入と兼業
の収入をあわせてインドネシア全体の平均収入より低い状態が部分的に解消されているの
である．対して，契約雇用者の収入は全体の平均月収付近の 500 万ルピア以下に全体の 97%
が集中している．これまでは，貧困問題と常に合わせて議論されてきたインフォーマルセ
クター（ここでは，従来通りインフォーマルな生産単位としてのインフォーマルセクター
であり，インフォーマルな雇用関係は含まれていない）であるが，構造化された人口移動
論のなかにおいては，むしろ短期の契約労働者の方が低収入であり，生活状況に問題を抱
えているという，東南アジア都市化論における焦点の移行の必要を，本調査事例から実証
した．本調査の結果からは，契約労働者の社会階層の上昇移動は難しいといえる．それで
も，仕事を求め移住してくる流入者が多い現状にある．これが，現在の郊外の発展を牽引
する都市化メカニズムである． 
 以上のように，「構造化された人口移動」という分析枠組みは，「過剰都市化論」にかわ
り，現代の東南アジア都市化の議論を牽引するに十分たる射程をもっている． 
